
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

双葉町立学校の教育職員に関する 
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１ 計画の趣旨・現状 

（１）計画の目的 

現在、学校においては、環境や業務の複雑化・多様化により、教育職員の長時間

勤務が問題となっており、教育職員の心身の健康への影響のみならず授業準備・授

業改善や子どもたちに向き合う時間の確保、さらには教職の魅力向上の観点から

も、勤務環境の改善が求められている。 

また、令和７年６月、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特

別措置法等の一を改正する法律（令和７年法律第６８号。以下「給特法等一部改正

法」という。）が公布され、令和８年４月１日（一部の規定については、公布の日又は

令和８年１月１日）から施行されている。その中の給特法等一部改正法第１条におい

て、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和４６

年法律第７７号。以下「給特法」という。）第８条第１項が新設され、教育委員会は、

文部科学大臣が給特法第７条に基づき定める指針に即して、業務量管理・健康確

保措置実施計画を定めることとされた。 

こうした状況を踏まえ、本計画は、給特法第８条及び国の指針に基づき、業務量管

理と健康及び福祉の確保に関する措置を体系的に整理し、計画的に実行するため

に策定するものである。 

なお、本計画が目指す「働き方改革」は、単に時間外在校等時間の縮減のみを目

的とするものではなく、限られた時間の中で業務の精選・効率化することで創出され

た「余白」を、授業づくり、児童生徒理解、保護者・地域との信頼関係の構築等に充

てることで、教育職員の「働きやすさ」と「働きがい」を両立しながら、子どもたちによ

りよい教育を行うことを目的とする。 

 

（２）本町の現状 

本町では、「双葉町公立学校職員の勤務時間に関する規則（令和７年 12月１

日）」や県教委の「教育職員働き方改革アクションプラン」に基づき、教育職員の業

務量の適切な管理と健康確保を図るため、時間外在校等時間の客観的把握を行

い、学校・教育委員会双方で縮減に向けた取組を進めてきた。 

 令和６年度、令和７年度の本町における教育職員の「時間外在校等時間」及び「ス

トレスチェック」の状況は、次のとおりである。 
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【令和６年度】 

（時間外在校等時間の状況） 

 平均 月４５時間を上回る割合 月８０時間を上回る割合 

小学校 月 18.0時間 8.0％ 0％ 

中学校 月 18.2時間（２１．６時間） 7.6％ 0％ 

※中学校の時間外在校等時間の（    ）は「週休日及び休日等の部活動の従事時間」が含まれている時間。 

（ストレスチェック） 

令和 6年度 割合 特記事項 

ストレスの徴候が認められた人 12％【基準は２０％】 要観察３％【基準は５％】 

 

【令和７年度】 

（時間外在校等時間の状況） 

 平均 月４５時間を上回る割合 月８０時間を上回る割合 

小学校 月 １５．０ 時間  5.6％  0％ 

中学校 月 16.３ 時間（１８．７時間）  6.9％  0％ 

※中学校の時間外在校等時間の（    ）は「週休日及び休日等の部活動の従事時間」が含まれている時間。 

 （ストレスチェック） 

令和 7年度 割合 特記事項 

ストレスの徴候が認められた人 12％【基準は２０％】 要観察３％【基準は５％】 

 

時間外在校等時間の月別の推移を見ると、校種を問わず年間で負担が高まりや

すい時期があり、小学校は、年度当初（4～6月）と秋期（10～11月）が相対的に

高く、中学校も同様の傾向にある。ストレスチェックにおいても、数値は基準値より下

回るものの「量的な過剰負担」、「例外事案への対応」、「作業遂行上の障害」、「人

間関係の問題」、「仕事上のミス・失敗」等を６０％以上の職員が経験しており、業務

量や例外事案への対応等で困り感かかえる状態や結果が見出せずにやりがいを感

じることができない状態の教育職員が一定数存在することが伺える。 

 また、月 45時間を上回る教育職員が管理職（教頭）であることから「管理職業務

の削減・精選」及び「業務の平準化」とあわせて、施設の管理業務（開錠・施錠）等

に時間を費やすことのない体制等を整備する必要がある。 

教育委員会として、年間で業務集中が見られる時期を念頭に「業務の３分類」に

基づく役割分担の見直し、学校業務の適正化（行事・会議・調査の精選等）、校務Ｄ

Ｘの推進、管理職のマネジメント強化等を組み合わせ、実効性のある取組として推進

する。 
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２ 目標 

（１）時間外在校等時間に関する目標 

・ １箇月時間外在校等時間が 45時間以下の割合を 100％にする 

・ １年間における１箇月時間外在校等時間の平均時間を 20時間以下に維持する 

・ １年間における時間外在校等時間を 360時間以下にする 

 

（２）ワーク・ライフ・バランスや働きがい等に関する目標 

・ ストレスチェックで「ストレスの兆候が認められた人」の割合を１０％以下とする 

【令和６年度１２％（全国の基準値(２0)】 

・ 教育職員が児童生徒や保護者との信頼関係の構築や専門性の発揮などにより、

生き生きと教育活動に取り組み、働きがいを実感できることを目指す 

 【「仕事上のミス・失敗」「本来的でない仕事」「簡単すぎる仕事」の回答の割合】 

 

 

３ 計画の期間 

  

本計画の計画期間は、令和８年度から令和 11年度までの４年間とする。 

 

  ただし、令和 10年度に新しい認定こども園・義務教育学校が町内に開園・開校

することによる影響もあることから、状況によっては期間内であっても計画の変更を

行うこととする。 

 

 

４ 実施する業務量管理・健康確保措置の内容 
 

（１）「業務の３分類」を踏まえた業務の見直し 

 ア 学校以外が担うべき業務 

 ○ 登下校時の通学路における日常的な見守り活動等（「３分類」①関係） 

   ・ 各学校・園の状況により児童生徒が登校する時間の見直しを推進する。 

   ・ 地域住民等による通学路の見守り活動を推進する。【令和 10年度以降】 
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○ 放課後や休日等における校外の見回り、児童生徒が補導された時の対応        

（「３分類」②関係） 

・ 放課後や休日等の見回りについては、警察や保護者・地域住民が行っている見 

回りに委ねることとし、学校における自主的な見回りは原則として行わない。 

○ 保護者等からの過剰な苦情や不当な要求等の学校では対応が困難な事案へ

の対応（「３分類」⑤関係） 

・ 教育委員会等の行政機関の責任において当該苦情等に対応できる体制を構 

築する。 

 

イ 教師以外が積極的に参画すべき業務 

○ 調査・統計等への回答（「３分類」⑥関係） 

・ 教育委員会から学校へ依頼する調査や通知等について、内容の精査や調査  

方法の簡素化・合理化を図る。 

・ 校務支援システムの機能等を活用することにより、町教委から学校に発出され

調査・照会の回答に係る事務負担を軽減する。 

○ 校舎の開錠・施錠（「３分類」⑩関係） 

・ 適切な開錠・施錠時刻を設定し、年度始めに児童生徒及び保護者に周知する。                                        

【令和 10年度以降】 

・ 朝の校舎の開錠は、町から委託された者が行うようにする。【令和 10年度以降】 

・ 教頭等の特定の教育職員に負担が集中しないよう、教育職員間の役割分担の

見直しを促進する。 

○ 校内清掃（「３分類」⑫関係） 

・ 児童生徒の校内清掃の実施回数や範囲の合理化を図り、放課後の時間に 

ゆとりをもたせる。 

・ 校内の清掃については、町から委託された者が行うようにし、教育職員等は 

児童生徒の教育活動に関する業務に専念する。【令和 10年度以降】 

○ 部活動（「３分類」⑬関係） 

・ 学校部活動については、町内での義務教育学校の開校に向け、活動時間や 

設置数等の適正化を図りつつ、実施可能な部活動の休日の地域展開もしくは

拠点校部活動を実施する。 

○ 学校徴収金の徴収・管理（「３分類」③関係） 

・ 業務の簡素化、業務分担の平準化に向け、学校徴収金のあり方について教育  

委員会と学校が共同して検討を進める。 
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ウ 教師の業務だが、負担軽減を促進すべき業務 

○ 授業準備、学習評価や成績処理（「３分類」⑮⑯関係） 

 ・ 教材等の準備や補助的な業務についてはＩＣＴ支援員等の支援スタッフが中心  

となって行うとともに、授業準備におけるデジタル技術の活用を促進する。 

・ ＩＣＴ支援員の配置を継続する。 

・ 保護者へのお知らせ等に係る文書印刷や配布作業を削減するため、連絡システ 

ムを導入する。 

○ 学校行事の準備・運営（「３分類」⑰関係） 

 ・ 学校行事に係る関係機関との日程調整や物品の準備等について、必要に応じ   

地域との連携や外部委託等も検討する。 

・ 学校行事については教育的な意義や働き方改革の視点から精選や運営の効率  

化・簡素化のための見直しを随時行うが、ただし、児童生徒の育成のために必要

だと学校行事については、各教科等との連携を図りながら、その目的を十分達成

できるよう配慮する。 

○ 支援が必要な児童生徒・家庭への対応（「３分類」⑲関係） 

・ 町福祉部局や関係機関、専門職（SC、SSW等）と連携し、専門的な知見を活用  

しつつ、教育職員と協働した支援体制を構築する。 

 

 

（２）学校における措置の推進 

以下の措置を推進することで、教育職員が担う業務の適正化を図る。 

・ 各学校の教育課程における年間総授業時数や週当たり授業時数については、 

年度当初の計画段階で真に必要な時数となるよう設定する。特に、標準授業時 

数を大幅に上回って（小４以上は年間で１０８６単位時間以上）編成されている

場合には、指導体制に見合うものとなるよう見直す。 

・ 目的が形骸化し十分な効果が見込めない活動等の見直し、放課後の活動時 

間の勤務時間内での設定、弾力的な時間割の運用等、日課表の工夫を行う。 

・ 校務系システムと指導系システムが有機的に連動する環境を整備し、デジタル

技術を駆使しながら校務を効率化する。 【令和 10年度以降】 

・ 教育職員が勤務時間外の外部からの電話等に応対する必要のない環境を整 

備する。（保護者は「連絡システム」を活用） 【令和 10年度以降】 
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（３）教育職員の健康及び福祉の確保に関する取組 

教育職員の健康及び福祉を確保するため、労働安全衛生法等の規定を遵守す

るとともに、以下の内容に取り組む。 

・ 時間外在校等時間が１箇月 80時間を超えるなど長時間労働による疲労蓄積   

が疑われる教育職員やストレスチェックにより高ストレスが認められた教育職員

に医師による面接指導を実施するなど、必要な取組を行う。 

・ ストレスチェックの実施率を 100％にし、実施後の集団分析の結果等も活用し 

職場改善の改善を推進する。 

・ 心身の健康問題についての相談窓口を毎年度始めに周知する。 

・ 年次有給休暇についてまとまった日数を連続して取得できるよう、各学校に対 

して取得を促進する。 

・ 学校における定時退勤日を週１回設定する。また、長期休業等の期間中に学校 

閉庁日を設定する。 

 

 

５ 関連する取組、今後のフォローアップについて 
 

  ・  取組の着実な実行を図るため、市内各学校の教育職員の在校等時間の状況を     

把握し、毎年度、町の HPで公表するとともに、定例教育委員会及び総合教育会

議において報告する。 

・ 時間外在校等時間にかかる目標の達成状況については、出退勤管理システム

で把握し、その他の目標については、本町で導入しているストレスチェックの結果

等から把握する。 

・ 教育委員会において、各学校の状況を確認し、本計画の内容に照らして課題が

見られるときは、当該学校に聞き取り・指導等を実施する。特に、時間外在校等

時間が長時間となっている教育職員がいる学校や、業務の持ち帰りや休憩時間

の確保が課題となっている学校に対しては、当該年度中にも速やかに状況が改

善されることを目指し、当該学校に対する個別の支援・指導を実施する。 

・  各学校における働き方改革の取組が進むよう、様々な機会を捉え各学校へ本計

画の周知を行うとともに、管理職向けに県教育委員会主催のマネジメント等に関

する研修を周知し、積極的に活用するよう促す。各学校においては、校長をはじめ

とした管理職のリーダーシップのもと、本計画に基づき、教育職員の働き方改革

に向けた取組を実施する。 

・ 保護者、地域の理解を促進するため、保護者や地域住民に対して本町における

業務量管理・健康確保措置の内容について周知を行う。 
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参考(文部科学省提供資料) 
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